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鯖江市市民主役条例推進委員会と市とのあいだで協定を結
び、協働体制で活動を行っている。
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

市民主役推進事業市民主役推進事業市民主役推進事業市民主役推進事業

開始年度 2010 終了年度 2014

目的 自分たちのまちは自分たちでつくるという市民主役のまちづくりの目標を達成し、市民主役条例の具現化を図る。
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事業名

部署名 市民協働課

市民主体の条例推進組織を官民協働で立ち上げ、市民主役のまちづくりを効果的に進めるため事業の検討やそれぞれの分野で
情報を集約し、広く発信していくための仕組みづくりや拠点づくりを進める。

事業コード

2850
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活動指標

その他現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業

物件費
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体系
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※設定困難 目標値

実績値

鯖江市民主役条例推進委員会開催数 回 目標値 15151515 20202020 20202020 20202020 20202020

計算
根拠

実績値 30303030 26262626

達成率
（％）

200200200200 130130130130

実数値

ランク AAAA AAAA

市民が主役の地方主権のま
ちづくり

市民主役のまちづくりを推
進する

市政参画

基本目標 属性 基本施策

参画機会の充実

実施施策

6091

H23事業名 市民主役推進事業 2850
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

市民主役条例は市民提案によって策定した条例であり、条例の推進組織である市
民主役条例推進委員会も市民によって運営されている。

根
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事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

条例にも規定されているように市民と行政の役割分担を明確にしながら協働して
推進する事業であるため、市民のパートナーとしての市が関与していないと意味
がない。
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【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

補助金等の活用

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

本市の基幹的事業の一つであり、今後さらに充実を図る事業である。根
拠

市民に新しい公共の担い手としてまちづくりへの参加と協働をお願いするため受
益者負担は現在は考えられない。この事業に合致した補助・交付金等があれば財
源を確保することができる。

根
拠

「新しい公共」の担い手として、誇り・やりがい・楽しみをもってより幅広い市
民が参画できるよう事業展開を図っていく必要がある。

根
拠

条例推進のための具体的な事業を推進する中で、ＰＤ
ＣＡサイクルをまわしていく。

維持維持維持維持
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【平成25年度　方向性】

条例推進のための具体的な事業を推進する中で、ＰＤ
ＣＡサイクルをまわしていく。

平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

H23事業名 市民主役推進事業 2850

972


